
 高槻市太陽光発電施設の適正な設置のための手続等に関する条例施行規則を

ここに公布する。 

  令和 ６ 年 ４ 月 ２６ 日 

          

高槻市長  濱 田 剛 史 

 

高槻市規則第 ３４ 号 

   高槻市太陽光発電施設の適正な設置のための手続等に関する条例施行規

則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、高槻市太陽光発電施設の適正な設置のための手続等に関

する条例（令和６年高槻市条例第８号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 （近隣関係者） 

第２条 条例第３条第６号の規則で定める者は、次に掲げる者とする。 

 (1) 事業区域の境界から１００メートル以内の区域に居住し、又は土地若し

くは建物を所有し、若しくは賃借する者 

 (2) 事業区域又はその境界から１００メートル以内の区域をその区域に含む

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項に規定する

地縁による団体その他これに類する団体（以下「自治会等」という。） 

 (3) 事業区域から排出された水が流入する河川又は水路の流水を利用する農

業者及び漁業者であって、特定太陽光発電事業の実施に伴い支障が生じる

おそれがあると市長が認めるものが属する農業団体及び漁業団体 

 (4) 事業区域の境界から１００メートル以内の森林を管理する森林組合 

 (5) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （保全区域） 

第３条 条例第８条に規定する必要があると認める区域は、次に掲げる区域と

する。 

 (1) 砂防法（明治３０年法律第２９号）第２条の規定により指定された土地

の区域 

 (2) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２７条第１項の規定によ

り指定された重要文化財（建造物に限る。）、同法第５８条第１項に規定

する登録有形文化財（建造物に限る。）、同法第９３条第１項に規定する



周知の埋蔵文化財包蔵地及び同法第１０９条第１項の規定により指定され

た史跡名勝天然記念物の区域 

 (3) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定により地域森

林計画が立てられた民有林の区域 

 (4) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条第１項に規定する農地の区

域 

 (5) 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の規定によ

り指定された地すべり防止区域 

 (6) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６条第１項に規定する河川区域

及び同法第５４条第１項の規定により指定された河川保全区域 

 (7) 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和４２年法律第１０３号）第

５条第１項の規定により指定された近郊緑地保全区域 

 (8) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定す

る第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居 

  専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地 

  域、準住居地域及び田園住居地域並びに同項第７号に規定する風致地区 

 (9) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７

号）第３条第１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域 

 (10) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平

成１２年法律第５７号）第７条第１項の規定により指定された土砂災害警

戒区域及び同法第９条第１項の規定により指定された土砂災害特別警戒区

域 

 (11) 大阪府文化財保護条例（昭和４４年大阪府条例第５号）第７条第１項の

規定により指定された大阪府指定有形文化財（建造物に限る。）、同条例

第４６条第１項の規定により指定された府指定史跡名勝天然記念物及び同

条例第５７条第１項の規定により登録された大阪府登録文化財（建造物に

限る。）の区域 

 (12) 大阪府自然環境保全条例（昭和４８年大阪府条例第２号）第１１条第１

項の規定により指定された大阪府自然環境保全地域 

 (13) 大阪府立自然公園条例（平成１３年大阪府条例第６号）第３条第１項の

規定により指定された自然公園の区域 

 (14) 高槻市文化財保護条例（昭和４４年高槻市条例第４７号）第４条第１項

の規定により指定された高槻市指定文化財（有形文化財（建造物に限る。



）及び記念物に限る。）の区域 

 (15) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める区域 

 （施設設置基準） 

第４条 条例第１０条の規則で定める事項は、次の各号に掲げる事項の区分に

応じ、当該各号に定める事項とする。 

 (1) 条例第１０条第１号に掲げる事項 次に掲げる事項 

  ア 事業区域内及びその周辺において重要な動植物の生息及び生育地を確

認するとともに、必要に応じて適切な対応を行うこと。 

  イ 立木を伐採するときは、最小限にとどめること。 

  ウ 事業区域及びその周辺の土地の特性に応じた設計及び施工とするこ

と。 

 (2) 条例第１０条第２号に掲げる事項 次に掲げる事項 

  ア 事業区域には、当該事業区域と隣接する土地との間に次に掲げる事業

区域の面積に応じ、それぞれに定める幅以上の緩衝帯を設けるととも

に、当該緩衝帯には太陽光発電施設を設けないこと。 

   (ｱ) ５００平方メートル以上２,０００平方メートル未満 ２メートル 

   (ｲ) ２,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未満 ３メー

トル 

   (ｳ) １０,０００平方メートル以上５０,０００平方メートル未満 ４メ

ートル 

   (ｴ) ５０,０００平方メートル以上 １０メートル 

  イ 太陽光モジュールを構成する太陽電池セルは、黒若しくは濃紺又は低

彩度かつ低明度の色彩とし、近隣関係者への影響を与えないものである

こと。 

 (3) 条例第１０条第３号に掲げる事項 次に掲げる事項 

  ア 高台その他眺望を損なう場所に太陽光発電施設を設置しないこと。 

  イ パワーコンディショナー、架台その他附属設備及び柵又はこれに準ず

るもの（以下「柵等」という。）は、周囲の景観に調和した色彩とする

こと。 

 (4) 条例第１０条第４号に掲げる事項 次に掲げる事項 

  ア 事業区域及びその周辺において、切土若しくは盛土又はその両方の行

為を行うときは、土砂災害を防止する対策を講じること。 

  イ 太陽光モジュールを支持する工作物は、自重、地震又は風圧による荷 



   重その他当該工作物が設置される環境において想定される荷重に対し 

   て、倒壊、飛散及び移動をしないものであること。 

  ウ 太陽光発電施設は、腐しょく、腐朽その他劣化を生じにくい材料又は 

   防しょくその他劣化を防止する措置を講じた材料で構成されているこ 

   と。 

  エ 太陽光発電施設の設置により雨水の放流先が変わることのないよう放

流先を限定し、当該施設に係る排水施設が河川その他公共の用に供して

いる排水施設に接続するときは、当該河川その他公共の用に供している

排水施設の管理者の同意を得ること。 

  オ 事業区域において、降雨による土砂の流出、地盤の崩落その他災害が

生じないよう、排水施設の整備及び法面保護工による対策を講ずるこ

と。 

 (5) 条例第１０条第５号に掲げる事項 次に掲げる事項 

  ア 事業区域と当該事業区域と隣接する土地との境界に、高さ１.５メー

トル以上の柵等を設けること。 

  イ 事業区域から国道又は道路法（昭和２７年法律第１８０号）第５６条

の規定により指定された主要な府道又は市道までの間は、同法第２条に

規定する道路又は高槻市林道管理条例（平成２７年高槻市条例第４０号

）第２条に規定する林道であって、幅員４メートル以上のものと接続し

ていること。 

  ウ 工事及びこれに伴う車両の通行による道路、河川、水路その他公共施

設の破損を防止するための措置を講ずること。 

  エ 外部から見やすい位置に特定太陽光発電事業の事業概要を表す標識（

様式第１号）を設置すること。 

 （事前協議） 

第５条 特定事業者は、条例第１１条第１項の規定による協議をしようとする

ときは、特定太陽光発電事業事前協議申出書（様式第２号）により市長に申

し出なければならない。 

２ 前項の申出書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。

ただし、市長が特に必要がないと認める書類及び図面にあっては、この限り

でない。 

 (1) 事業区域及びその周辺の見取図 

 (2) 事業区域の土地に係る登記事項証明書 



 (3) 事業区域の土地に係る地図又は地図に準ずる図面の写し 

 (4) 確定測量図 

 (5) 現況平面図及び現況断面図 

 (6) 計画平面図及び計画断面図 

 (7) 排水計画平面図及び排水計画断面図 

 (8) 建築物及び工作物その他物件の構造概要図 

 (9) 流域図 

 (10) 現況写真 

 (11) 太陽光発電施設に係る発電出力及び構造を示した書類 

 (12) 土地所有者の同意書（特定事業者が事業区域の土地の所有権を有しない

場合に限る。） 

 (13) 事業計画に関する周知に係る実施計画を明らかにする書類 

 (14) 施設設置基準を満たしていることを明らかにする書類 

 (15) 関係法令による許可その他処分に係る書面の写し又は当該処分に係る申

請が受け付けられたことを証明する書類の写し 

 (16) 協議の申出者が法人の場合にあっては、直前３年の各事業年度における

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表並びに法人

税の納付すべき額及び納付済額を証する書類、協議の申出者が個人の場合

にあっては、直前３年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

 (17) 暴力団、暴力団員及び関係者でないことを証する書類 

 (18) 施工計画書 

 (19) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要であると認める書類及び図面 

３ 条例第１１条第３項に規定する事前協議完了通知書は、特定太陽光発電事

業事前協議完了通知書（様式第３号）とする。 

 （特定近隣関係者） 

第６条 条例第１２条第５項の規則で定める特定近隣関係者は、自治会等とす

る。 

 （近隣関係者への説明等に関する報告） 

第７条 条例第１２条第６項の規定による報告は、近隣関係者への説明等に関

する報告書（様式第４号）により行わなければならない。 

 （事業計画の届出） 

第８条 条例第１３条第１項の規定による届出は、特定太陽光発電事業計画届

出書（様式第５号）により行わなければならない。 



２ 前項の届出書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。

ただし、市長が特に必要がないと認める書類及び図面にあっては、この限り

でない。 

 (1) 第５条第２項各号（第１３号を除く。）に掲げる書類及び図面 

 (2) 条例第１１条第３項の規定により交付を受けた事前協議完了通知書の写 

 し 

 (3) 条例第１２条第５項の規定による協定を締結した書類又は当該協定の締

結に至らなかった理由を明らかにした書類 

 (4) 前条の報告書 

３ 条例第１３条第２項に規定する届出受理書は、特定太陽光発電事業計画届

出受理書（様式第６号）とする。 

 （工事の届出） 

第９条 条例第１４条第１項の規定による届出は、太陽光発電施設設置工事 

 
□着手 

届出書（様式第７号）により行わなければならない。 
□完了 

 （事業計画の変更） 

第１０条 条例第１５条第２項の規則で定める場合は、特定事業者の氏名又は

住所（法人の場合にあっては、その名称、主たる事務所の所在地又は代表者

）を変更する場合とする。 

２ 条例第１５条第２項の規定による届出は、事業計画の軽微な変更届出書（

様式第８号）により行わなければならない。 

３ 前項の届出書には、特定事業者に係る住民票の写し（法人の場合にあって

は、登記事項証明書）を添付しなければならない。 

 （事業計画の取りやめの届出） 

第１１条 条例第１６条の規定による届出は、事業計画取りやめ届出書（様式

第９号）により行わなければならない。 

 （委任） 

第１２条 この規則の施行に関し必要な事項は、所管部長が定める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年７月１日から施行する。 



様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 

 

 

特定太陽光発電事業事前協議申出書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）高 槻 市 長 

 

住所 

氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

その名称及び代表者の氏名 

電話 

 

特定太陽光発電事業の実施について協議をしたいので、高槻市太陽光発電施

設の適正な設置のための手続等に関する条例施行規則第５条第１項の規定によ

り、次のとおり申し出ます。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

設 置 工 事 

に関する事項 

着 手 予 定 日  

完 了 予 定 日  

 



様式第３号（第５条関係） 

第    号 

令和  年  月  日 

 

特定太陽光発電事業事前協議完了通知書 

 

          様 

 

                    高槻市長            

 

 令和  年  月  日付けで申出のあった事業計画について、高槻市太陽

光発電施設の適正な設置のための手続等に関する条例第１１条第１項の規定に

よる協議が合意に達したので、同条第３項の規定により、本書を交付します。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

 

 



様式第４号（第７条関係） 

 

近隣関係者への説明等に関する報告書 

 

令和  年  月  日 

（宛先）高 槻 市 長 

 

住所 

氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

その名称及び代表者の氏名 

電話 

 

事業計画に関する近隣関係者への説明等が完了したので、高槻市太陽光発電

施設の適正な設置のための手続等に関する条例第１２条第６項の規定により、

次のとおり報告します。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

説明会の開催 

開 催 日 時  

開 催 場 所  

周 知 の 範 囲  

周 知 の 方 法  

説 明 の 内 容  

近 隣 関 係 者 

と の 協 議 

近隣関係者からの

意 見 の 申 出 
 

上記に対する見解  

特定近隣関係

者 と の 協 定 

協 定 の 締 結 相 手  

協 定 の 内 容  

備考 

１ 欄内に記載しきれない項目については、別紙に記載して届出に添付してくだ

さい。 

２ 特定近隣関係者との協定を締結できない場合は、その理由を書面で説明して

ください。 



様式第５号（第８条関係） 

 

特定太陽光発電事業計画届出書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）高 槻 市 長 

 

住所 

氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

その名称及び代表者の氏名 

電話 

 

特定太陽光発電事業計画について、高槻市太陽光発電施設の適正な設置のた 

めの手続等に関する条例第１３条第１項の規定により、次のとおり届け出ま 

す。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

設 置 工 事 に 

関 す る 事 項 

着手予定日  

完了予定日  

 

 



様式第６号（第８条関係） 

第    号 

令和  年  月  日 

 

特定太陽光発電事業計画届出受理書 

 

          様 

 

                    高槻市長            

 

 令和  年  月  日付けで提出があった特定太陽光発電事業の実施に関

する計画の届出書を受理したので、高槻市太陽光発電施設の適正な設置のため

の手続等に関する条例第１３条第２項の規定により、本書を交付します。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

 



様式第７号（第９条関係） 

 

太陽光発電施設設置工事
□着手 

届出書 
□完了 

令和  年  月  日 

 

（宛先）高 槻 市 長 

 

住所 

氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

その名称及び代表者の氏名 

電話 

 

 高槻市太陽光発電施設の適正な設置のための手続等に関する条例第１４条第 

１項の規定により、太陽光発電施設の設置の工事の 
□着手 

について、次のとお 
□完了 

り届け出ます。 

届 出 受 理 書 の 番 号 令和  年  月  日付け   第    号 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

工 事 の 着 手 日  

工事の完了（予定）日  

 



様式第８号（第１０条関係） 

 

事業計画の軽微な変更届出書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）高 槻 市 長 

 

住所 

氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

その名称及び代表者の氏名 

電話 

 

 事業計画の軽微な変更をしたので、高槻市太陽光発電施設の適正な設置のた

めの手続等に関する条例第１５条第２項の規定により、次のとおり届け出ま

す。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

変更の内容 

変 更 前  

変 更 後  

変 更 の 理 由  

 



様式第９号（第１１条関係） 

 

事業計画取りやめ届出書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）高 槻 市 長 

 

住所 

氏名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、

その名称及び代表者の氏名 

電話 

 

事業計画を取りやめたいので、高槻市太陽光発電施設の適正な設置のための

手続等に関する条例第１６条の規定により、次のとおり届け出ます。 

事 業 の 名 称  

事 業 区 域 の 所 在 地  

事 業 区 域 の 面 積  

発 電 出 力  

事業計画を取りやめる

理 由 
 

 

 


